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要　旨
　「地域共生社会」の実現に向け，福祉専門職には多様なニーズへの対応が求められて
おり，短期的には社会福祉士，介護福祉士，保育士等の養成システムの見直し，長期的
には福祉系国家資格と専門職のあり方についての検討が課題となっている．本稿は，
「社会福祉士及び介護福祉士法」創設までの議論を分析し，国家資格において「ソー
シャルワーク」と「ケアワーク」の専門性が分離される過程を明らかにすることを目的
とした．「社会福祉士」「介護福祉士」の資格制度は，民間シルバー産業の政策的振興と
在宅ケアシステムに必要な人材の「職務分担モデル」および「品質保証」として設計さ
れた．社会福祉関係者は，この制度をソーシャルワークとケアワークの「機能分離モデ
ル」と認識したが，そもそも制度が「ソーシャルワーク」と称して社会福祉士に求めた
のは相談・コーディネート・マネジメント業務であり，社会福祉学が考えるソーシャル
ワークの理念形とは異なるものである．「ソーシャルワーク」をめぐる認識の齟齬を曖
昧にしたまま，ソーシャルワークは社会福祉士，ケアワークは介護福祉士の専門性であ
るとして養成教育を組み立ててきたことが，社会福祉士の役割の見えにくさや活用のさ
れにくさにつながっていることを考察した．
キーワード：社会福祉士及び介護福祉士法，ソーシャルワーク，ケアワーク，職務，機能 
　Ⅰ．問題意識
　2015年 9月に，厚生労働省のプロジェクトチームが「誰もが支え合う地域の構築に向けた福
祉サービスの実現―新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン―」（以下「福祉の提供ビジョン」）
を発表した．人口減少に直面する日本の福祉サービスでは，①様々なニーズに対応する新しい地
域包括支援体制の確立，②生産性の向上と効率的なサービス提供体制の確立，③新しい地域包括
ソーシャルワークとケアワークの分離に至る過程
　　 「社会福祉士法試案」から「社会福祉士及び介護福祉士法」成立までの議論分析 　　
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支援体制を担う福祉人材の確保・育成を必要としている．これを施策として具体化すべく，2016
年 7月に発足した「地域共生社会実現本部」は，社会福祉士，介護福祉士，保育士のあり方の検
討，人材養成の見直しなどを進めている．
　「社会福祉士及び介護福祉士法」で，相談・マネジメントを担う専門職として期待された社会
福祉士は，その業務に足る専門性を備えた者と認知されているとは言い難い．しかも，介護，障
害，児童各法のケアマネジメント体制が構築されるなか，各分野では介護支援専門員，相談支援
専門員などの配置が進んでいる．これらの職種は，いずれも当該分野における「ケアワーク」等
を通した臨床での実務経験を必須要件としている．社会福祉士の養成教育では，社会福祉のジェ
ネラリストとして「相談援助業務を担うための専門性」を身につけることが目ざされているが，
この教育を修めて国家試験を合格しても，相談・ケアマネジメント業務を任せられないというこ
とは，この資格制度または養成システムのどこかに不具合があるということである．
　筆者は，社会福祉士がソーシャルワークの専門職として相談援助業務を担い，介護福祉士がケ
アワークの専門職として介護業務を担うとされているために，社会福祉士養成カリキュラムに
「ケアワーク」の臨床教育を含んでいないことが，相談・マネジメント業務を担う社会福祉士の
育成を難しくしているのではないかと考える．福祉職の専門性には「ソーシャルワーク」「ケア
ワーク」の 2種類があるとする根拠は何であろうか．「社会福祉士及び介護福祉士法」にもとづ
く資格を，「ソーシャルワーク」「ケアワーク」で排他的に区別することが，多様なニーズに対応
する相談・マネジメント人材の養成において合理性をもつのかどうかに立ちかえってみる必要が
あると，筆者は考える．まずは，資格制度創設における議論の経緯を調べ，「ソーシャルワーク」
と「ケアワーク」がどのように区別されていったのかを明らかにしたい．
　Ⅱ．研究目的
　本稿は，「社会福祉士」「介護福祉士」の資格制度の成立過程を検証することで，「ソーシャル
ワーク」と「ケアワーク」を区別して専門性は異なるとする考え方が，いかにしてつくられたの
かを明らかにする．
　Ⅲ．研究方法
　福祉職の資格制度創設に関する提案は，1987年に成立した「社会福祉士及び介護福祉士法」
以前にもあった．それは，1971年の中央社会福祉審議会 職員問題専門分科会起草委員会による
「社会福祉専門職員の充実強化方策としての『社会福祉士法』制定試案」と，1975－76年の社会
福祉教育問題検討委員会による「社会福祉教育のあり方について（答申）」および中央社会福祉
審議会「社会福祉教育のあり方について（意見具申）」である．本稿では，これらの提案をめ
ぐって，福祉職の専門性や専門職のあり方，資格制度の必要性がいかに論じられてきたのかを調
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べるために一次資料を探索し，当時の社会経済的な背景も視野に入れながら検証した．
　資料は次の方法で収集した．①関係審議会の文書については，秋山（2007-2008）「社会福祉士
及び介護福祉士法成立過程資料集 1～ 3」および国立社会保障・人口問題研究所（2005）『日本
社会保障資料Ⅳ（1980-2000）』の収録資料を探索した．②当時の社会福祉研究者や福祉従業者，
関係団体による論稿や報告書，会議の記録等の探索は，①で用いる 2つの資料集に加え，国会会
議録検索システム，EBSCO Discovery Service，および CiNiiで検索を行った．
　Ⅳ．結果と分析　＜表 1＞
　1． 1971年：「社会福祉士法」制定試案をめぐる議論
　わが国の社会福祉施策は，昭和 30年代から 40年代にかけてつくられた 6法体制のもと援助対
象別の専門分化が進行した．また，高度経済成長を背景に社会福祉施設の増設が計画的に進めら
れ，社会福祉施設職員の「質的強化」と「待遇向上」が課題とされた．
　1969年 11月，中央社会福祉審議会は，厚生大臣から社会福祉向上の方策について諮問を受け
「社会福祉職員問題専門分科会」を設置した．1971年 11月，専門分科会内に設けられた起草委
員会は「社会福祉の全分野にまたがる専門職制度」として「社会福祉専門職員の充実強化方策と
しての『社会福祉士法』制定試案」（以下「試案」）を発表した．
　また，約半年前の 1971年 4月に，全国社会福祉協議会 社会福祉事業法改正研究委員会は，「社
会福祉事業法改正に関する中間答申（第 2号）―社会福祉専門職制度について」（以下「全社協
答申」）を発表，続く 5月に全国社会福祉協議会会長が厚生大臣に“民間社会福祉事業の立場か
らの意見”として，全社協答申の内容をふまえた「社会福祉専門職制度についての意見」を提出
している．これは，試案の専門職構想とは異なる考え方であった．
　これらの議論は，福祉業界内にさまざまな波紋を引き起こしたとされ，「試案」は 1976年 5月
に白紙撤回された．ここでは，（1）社会福祉士法「試案」の内容と，それに対抗して出されたと
みられる（2）「全社協答申」の内容を検討する．
　（1）「社会福祉士法」試案
　試案によれば，社会福祉職員の専門職化は，次のことを背景に検討された．
①社会福祉に対する国民のニードの多様化と拡大に応じ，社会福祉の枠組みは飛躍的に拡大し
てきた．世界の注目を浴びる経済発展をなし遂げたが，その陰に人間疎外の問題を含む新し
い福祉ニードが表面化している．
②福祉の理念の変化と対象拡大の一方で，ワーカーの専門的知識と技術の必要性は，一般に認
識されているといえない．「社会事業―慈善事業―素人にもできる仕事」との理解水準が，
社会福祉従事者の劣悪な待遇と質的向上の阻害につながっている．
　③「新経済社会発展計画」のもと，経済開発と均衡を保つ社会開発も同時推進する方向へと切
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＜表１＞　社会福祉専門職制度をめぐる政府（厚生省）・各種団体の動き
（社会福祉士及び介護福祉士法成立まで）　　【　　】は本文Ⅳ中の記載項を示す
　 政府（厚生省）の動き 各種団体の動き
1969年 11月 ・中央社会福祉審議会「社会福祉職員問題専
門分科会」を設置【1】
　
1970年　　 ・中央社会福祉審議会「社会福祉施設の緊急
整備について」（社会福祉施設整備緊急五カ
年計画 1971～ 1975）【1-⑴】【2-⑴】
・全米ソーシャルワーカー協会：会員資格を
BSW（学部卒のワーカー）まで拡大【2-⑶】
1971年 4月 　 ・全社協 社会福祉事業法改正研究委員会「社
会福祉事業法改正に関する中間答申（第 2
号）―社会福祉専門職制度について」【1-⑵】
5月 　 ・全社協会長「社会福祉専門職制度について
の意見」厚生大臣に提出【1-⑵】
11月 ・専門分科会起草委員会「社会福祉専門職員
の充実強化方策としての『社会福祉士法』
制定試案」発表【1-⑴】
　
1973年 　 （第一次オイルショック）
・社会経済国民会議　設立【3-⑴】
1975年 7月 ・「社会福祉教育のあり方について（第一次中
間答申）」【2-⑴】
　
1976年 5月 ・「『社会福祉士法』試案」撤回 　
7月 ・「社会福祉教育のあり方について（第二次中
間答申）」
　
11月 ・中央福祉審議会「社会福祉教育のあり方に
ついて（意見具申）」【2-⑴】
　
1978年 9月 　 （第二次オイルショック）
・社会経済国民会議「福祉政策の総合的検討―
総合的福祉政策の国民合意を求めて」【3-⑴】
1979年 2月 　 ・全社協「在宅福祉サービスの戦略」
8月 ・閣議決定「新経済社会 7 カ年計画」【3-⑴】 　
1980年 1月 　 ・社会経済国民会議「社会福祉政策の新理念
―福祉の日常生活化をめざして」【3-⑴】
1981年 7月 ・第二次臨時行政調査会「行政改革に関する
第一次答申」
　
12月 ・中央社会福祉審議会「当面の在宅老人福祉
対策のあり方について（意見具申）」【3-⑵】
　
1982年 7月 ・社会保障長期展望懇談会（厚生大臣私的諮
問機関）「社会保障の将来展望について（提
言）」【3-⑵】
　
1985年 1月 ・社会保障制度審議会（内閣総理大臣諮問機関）
「老人福祉の在り方について（建議）」【3-⑵】
　
7月 　 ・社会経済国民会議医療制度問題特別委員会
「高齢者医療・福祉制度の改革について（中
間報告）」【3-⑵】
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り換えられている．社会開発の一環として「社会福祉施設緊急整備五カ年計画」を推進するため
には，職員の「量質両面での充実」が必要である．
　試案は，まず社会福祉を次のように規定した．「民主社会の理念に基づいて個人の物質的・精
神的諸欲求を，その満足すべき水準で充足しながら，個人の内面を強化し，あるいは環境の調整
改善をはかる専門的援助過程であり，それを支える制度体系の総称である」「その機能の中心特
性は，人間の社会的機能，すなわち，社会環境に自ら関係づけ主体的に生きる力を保持し強化す
ることである」．
　そして，これを実践する社会福祉の職種を包括する資格を定め，その業務が適正に運営される
よう規制し，社会福祉の向上増進に寄与することを目的として「ソーシャルワーカーを中心とす
8月 ・厚生省「中間施設に関する懇談会」【3-⑵】 ・社会福祉教育懇話会 発足（事務局：日本社
会事業大学）【4-⑴】
1986年 1月 ・福祉関係三審議会合同企画分科会 発足【4-⑷】　
6月 ・閣議決定「長寿社会対策大網について」【3-⑶】
・厚生省：高齢化に対応した新しい民間活力
の振興に関する研究会「シルバー産業の振
興に関する研究報告書」【3-⑶】
・社団法人経済同友会「活力ある福祉社会の
推進と企業の役割」【3-⑶】
7月－ 9月 　 ・社会福祉関係団体「社会福祉職員問題懇談
会」（全社協呼びかけ）【4-⑶】
8月 　 ・社会福祉教育懇話会「社会福祉専門従事者
の教育および資格に関する提言」【4-⑴】
・第 23回 国際社会事業教育会議，国際社会福
祉会議，国際社会福祉大阪セミナー【4-⑵】
9月 　 ・全社協「社会福祉制度及び社会福祉事業法
改正に関する意見」社会福祉関係審議会企
画分科会合同会議に提出【4-⑶】
11月 　 ・日本社会事業学校連盟「社会福祉専門職制
度の確立に関する決議」【4-⑶】
12月 ・「老人保健法」改正→中間施設 設置【4-⑷】 　
1987年 1月 ・厚生大臣「保健や福祉の分野で資格をつく
る」談話【4-⑷】
・日本ソーシャルワーカー協会・日本社会事
業学校連盟：「大臣談話」支持【4-⑷】
・全社協「資格化推進総決起大会」開催【4-⑷】
2月 　 ・日本看護協会・家政婦団体：資格制度化に
反対【4-⑸】
・日本学術会議社会福祉・社会保障研究連絡
委員会「社会福祉におけるケアワーカ （ー介
護職員）の専門性と資格制度について（意
見）」厚生大臣に提出【4-⑸】
3月 ・福祉関係三審議会企画分科会「福祉関係者
の資格制度について（意見具申）」【4-⑹】
・学校連盟・ソーシャルワーカー協会・全社協
「自民党議員へ陳情活動」「社会福祉士，介護
福祉士法制化実現全国緊急集会」開催【4-⑺】
4月 ・閣議決定「社会福祉士及び介護福祉士法案」
→国会提出（28日）【4-⑻】
　
5月 ・「社会福祉士及び介護福祉士法案」成立
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る公私の社会福祉専門職者を包括的にとらえる専門職としての社会福祉士（仮称）制度」を確立
する必要があるとした．
　「社会福祉士（仮称）」は，都道府県知事の免許をうけて，社会福祉士の名称を独占的に使用
し，社会福祉の業務に携わるものとした．
○　「社会福祉士（一種）」：四年制大学水準における社会福祉専攻者又はこれに準ずる者．
○　「社会福祉士（二種）」：保母養成機関及び短期大学水準での社会福祉科，保育科等を卒業
して社会福祉又は保育の実務に従事する者，もしくは満 20歳以上の者であって社会福祉士
試験（学科試験）合格後，1年間の指定職種の実務を経験した者．社会福祉士（二種）につ
いては，「指定職種」の実務を 3年以上経験したうえで一定の教育課程を修了した者を（一
種）に認定するルートを設ける．
　試案は（一種）を社会福祉士のモデルとしつつ，（二種）を「社会福祉士体系の中に組込む」
ことで，社会福祉従事者を社会福祉専門職として包括的にとらえる枠組みを構想した．そのうえ
で社会福祉従事者の職種を，「社会福祉士たる資格を有する者をもってあてるべき職種」と，「社
会福祉士たる資格を有する者をもってあてることができる職種」に分けた．具体的には福祉事務
所の現業所員等のケースワーカー，主任寮母，保母，母子寮寮母，教母，児童厚生員以外の職種
に「社会福祉士（一種）」をあてる，とした．
　（2）「全社協答申」
　「全社協答申」は，当時の社会福祉制度に規定される職種と任務を分類する形で，専門職制度
を構想している．具体的には，次のように「社会福祉施設，機関において，対象者と人格的に接
触する業務に従事する職員は三種類に大別される」とした．
○　「ア号社会福祉士」：4年制大学で厚生大臣の定める社会福祉に関する科目を履修して卒業
したもので，施設・機関の種類を問わず，対象者およびその家族が社会的に機能することを
援助し，また，そのような能力を高めることを主たる任務とするもの．
○　「イ号社会福祉士」：短大等で，厚生大臣の定める保育に関する科目を履修して卒業したも
ので，児童福祉施設において児童の保育に当ることを主たる任務とするもの．
○　「ウ号社会福祉士」：短大等で厚生大臣の定める成人および老人の施設収容処置に関する科
目を履修して卒業したもので，老人福祉施設および成人のための社会福祉施設において，対
象者の日常の世話を行うことを主たる任務とするもの．
　このように分類したうえで，「この三種の職務内容はかなり異なっており，また養成制度も
別々にする必要があるので，制度としてはこの三者を独立的に併立させる」，「社会福祉専門職全
体の有機的な相互関係を示すために，全体を通ずる身分制度の名称を明確にし，その内部でア
号，イ号，ウ号（仮名）を区分する」（たとえば「イ号」については，保育士という名称を付す
るなど）ことが望ましいとした．さらに，寮母のあり方に言及し，現状では「指導員的な役割を
果すものと，対象者との人格的接触の度合の少ない介護的業務を主たる任務とするものとの両者
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が含まれている」ため，二者を職名で分ける必要があるとしている．
　（3）分析
　「日本社会福祉士会 10年史」編集委員会は「試案」について，次のように評価している．①社
会福祉の本質及び中心的特性の理解において，従来の日本における社会福祉理論の枠組みを超え
て国際的な水準に迫るものであった点，②「社会福祉士（仮称）制度」を，「ソーシャルワー
カーを中心とする公私の社会福祉専門職者を包括的にとらえる専門職の制度」と規定した点　③
社会福祉士を「名称独占」の資格としながらも，一部の職種については事実上「業務独占」の資
格であることを求めた点は，優れていた．しかし，「社会福祉士の資格」に一種，二種の区別を
設けたことに対し，各方面から批判が集中したため，社会福祉関係者全体の合意を得ることがで
きず，試案自体が自然消滅した，としている．（「日本社会福祉士会 10年史」編集委員会：2003）
　上記のうち優れた点の評価については，筆者も同意する．「試案」は，ソーシャルワークの基
盤となる考え方を確認したうえで，その具現化に向けて必要な専門性を備えた専門職の制度をつ
くろうとした様子がうかがえる．一方，資格を一種，二種に区別したところは，社会福祉従事者
の階層化につながるという点で批判があったと推察されるが，試案が日の目を見なかった要因は
他にもあったのではないかと，筆者は考える．
　その一つとして，専門職制度の基本設計に関する全社協答申との見解の相違が，業界の総意形
成で支障になったことが考えられる．「試案」の制度設計は，社会福祉実践の理念を拠り所とす
るソーシャルワーカーを中心とする包括的な専門職制度であり，その専門職が就くべき制度上の
職種を規定しようとした．一方，「全社協答申」は，法制度上の職種または職務を 3種に分類し，
それぞれを独自の性格をもつ職種とみて専門職制度を構想している．寮母のあり方に対する言及
のなかに，「指導員的な役割」と「対象者との人格的接触の度合の少ない介護的業務」を異なる
職種が担う業務として切り分けるべきとする考え方が，端的に表れている．
　このように，ソーシャルワーカーを中心モデルとする包括的な社会福祉専門職体系とするか
（以下，この考え方を「包括モデル」と呼ぶ），現制度における職種の中心業務のちがいに着目
し，明確な職務分掌をめざす専門職体系とするか（以下，この考え方を「職務分担モデル」と呼
ぶ）という点で，「試案」と「全社協答申」の制度構想は，その根本思想が全く異なるもので
あったと考えられる．
2．1975－1976年：社会福祉教育問題検討委員会「社会福祉教育のあり方について（答申）」，
中央社会福祉審議会「社会福祉教育のあり方について（意見具申）」
　これらは，1971年の「試案」が白紙撤回されたあとに続く，社会福祉従事者の職種のあり方
とその養成についての提案である．（畠山 1981）
　厚生省社会局長は 1975年 3月に，「今後における社会福祉関係者の教育の基本構想及び社会福
祉教育のあり方」について，社会福祉教育問題検討委員会に諮問した．1975年 7月，1976年 7
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月の二次に渡り「社会福祉教育のあり方について（中間答申）」（以下「答申」）を提出し，「教育
のあり方を検討する前に社会福祉施設職員の『職務分担の再検討』が必要」であるとして，直接
処遇職員を「高度の資質，職務内容をもつ新しい概念の職種」と「直接処遇業務を中心とした職
種」とに区分することを提起した．そして，福祉系 4年制大学と短大でこれらの職種を養成する
ために，実習教育を重視した専門教育カリキュラムの新設を提案した．この答申を受けて，1976
年 11月には中央福祉審議会が「社会福祉教育のあり方について（意見具申）」（以下「意見具申」）
を厚生大臣に提出し，「答申の基本方針に沿って対処すべき」との見解を示した．
　ここでは，「答申」が提起した職員制度と養成教育の方針を検討する．
　（1）「社会福祉教育のあり方について（答申）」
　答申は「職務分担の再検討」を要する背景について，「（かつては）入所者の処遇は日常生活の
単純な世話が中心であって，職員の資質については必ずしも高度のものは必要とされていなかっ
た」が，「社会福祉施設整備緊急五カ年計画」（1971～ 1975年）のもと，施設の機能分化が進む
なかで，高度な直接処遇の知識と技術を備え，医療職等の多職種間の連携をコーディネートでき
る職員の養成が課題であるとした．
　答申は，社会福祉施設の直接処遇職員の資質向上と養成の先進例として，オランダとイギリス
の取り組みを挙げている．これらの国では 1960年代以降，「分化し高度化した国民のニードに対
応して，量質ともに充実した社会福祉施設の意義が見直され，そこでの職員問題の重要性が再認
識される」に至り，「高等教育体系の中に社会福祉施設の直接処遇職員の養成教育が組み込まれ」
た，としている．その教育内容は「スーパービジョンを伴う実習に重点がおかれる」とともに，
「社会福祉施設の経営管理能力を付与するための経営管理論が重要な位置を占めている」と紹介
し，直接処遇職員の養成教育の拡充が国際的な潮流であることを示唆した．
　翻って，わが国の直接処遇職員については，職務内容の重複がみられることを問題視した．
「本来あるべき生活指導員，児童指導員は，単に直接処遇業務の一部を機械的に分担するのでは
なく，社会福祉に関する高度の知識及び技術を基礎としつつ，入所者の生活能力の保持，発展を
はかり，直接処遇職員を含む多種多様な職種相互間の総合調整を行うこと」「施設長を助けて，
社会福祉施設に特有な施設経営管理の責任を負い，更にはまた，施設の財務管理についても，十
分な能力をもつ高度な専門的職種であるべき」である．しかし，実情はこのような業務が発生す
るつど，生活指導員，児童指導員，寮母，保母のうちの経験を積んでいる者が「不定全な形では
あるが，果すことによって，どうにか対応してきている」とした．
　このような状況に対して，答申は「高度の資質，職務内容をもった新しい概念の職種」と「直
接処遇業務を中心とした職種」を明確に区分し，職務分担をはっきりさせる必要があるとして，
次の二職種について制度化を提起している．
　
　○「生活訓練指導員」…社会福祉に関する高度の知識と実務能力を兼ねそなえた職種
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　・①社会福祉に関する高度な知識及び技術　②入所者の処遇に関する実務能力及び保護指導
員に対する実務指導　③施設の経営管理に関する知識及び実務能力が要求される．
　・職務内容は入所者に係る評価，生活指導，訓練，他の職種相互間の調整，社会福祉施設の
経営管理等．
　・4年制の社会福祉系大学で養成される．
　○「保護指導員」…主として入所者の直接処遇にあたる職種
　・入所者の日常生活の介護，指導，訓練等の直接処遇能力が求められる．
　・職務内容は，直接，入所者に接し，日常生活の介護及び指導訓練により自立性の維持・回
復を図ること．福祉の理念に裏づけられた専門の知識と技術に支えられたものであるこ
と．入所者のニードの多様化と高度化に伴い，その権利の確保に万全を期すこと．
　・短期大学で養成される．または現任教育として短大程度の科目を履修させる．
　・直接処遇の実務について十分な指導能力をもつ者を主任保護指導員とする．
　当時の大学・短大のカリキュラムでは，これらの養成は満足に行えないとして，新たな専門教
育カリキュラムの設定を求めた．特に，実習については「授業時間数の概ね三分の一程度をこれ
にさくくらいの積極さで」導入する必要があるとしている．
　（2）分析
　答申が提案する構想は，1971年の全社協答申と同じく，職務分担モデルと見ることができる．
　「社会福祉に関する高度の知識と実務能力を兼ねそなえた職種」として生活訓練指導員が構想
されたのは，ソーシャルワーク先進国の 1つとされるアメリカで，ソーシャルワーカーの職務分
担が変化し，直接処遇サービスからさらに「新しく発展させるべき高度な仕事」が生み出されて
いたことが，背景にあったと考えられる．
　秋山（1975）は，アメリカの社会福祉専門職の状況として，1970年に全米ソーシャルワーカー
協会（NASW：National Association of Social Workers）が，その会員資格をMSW（大学院
卒ワーカー）に限定せず，BSW（学部卒のワーカー）まで拡大したことを取り上げ，「対人関係
の分野における直接的処遇サービス（ケースワークやグループワーク）では，学部卒のワーカー
でも十分仕事ができるということが経験的に実証されてきた」と述べている．そのうえで，「ソー
シャルワーカーの主力であるMSWが，その従来の職務であるケースワークやグループワーク
などの仕事（treatment work）を BSWに明け渡していく中で，さらに新しく発展させていく
べき高度な仕事（advanced work）」として ①社会計画（social planning）②アドミニストレー
ションまたはマネージメント，③スーパービジョン，④現任訓練（in-service staff-training）
といった，「“マンパワーのためのマンパワー”（manpower for manpower）というソーシャル
ワーカーの新しい役割」があることを紹介している．欧米で，従来のソーシャルワーカーの学歴
以下であっても実践できることが明らかになり，現に BSWが社会福祉職員の主力を形成しつつ
48
社会福祉論集　第 136号
あるという事実は，日本の福祉系大学教育におけるソーシャルワーカー・モデルに転換を迫るも
のであったと考えられる．
　三浦（1977）は，この答申で注目すべき点として，社会福祉職員像の「大きな発想の転換」を
挙げている．これまで暗黙に社会福祉専門職のモデルとされていた「福祉事務所の現業員（ケー
ス・ワーカー）あるいは個人又は家族と社会との調整をはかることを主な職務機能とする『ソー
シャル・ワーカー』」から，「対象者の日常生活上の介助・介護を通し，彼らのもつ潜在的な能力
の維持あるいは開発可能な諸能力を高めることを援助する『直接処遇職員』をモデルとすること
は，社会福祉教育のみならず，専門職化などを考えていく場合に，これまでとは異なったアプ
ローチがでてくることになる」と述べている．
　各種福祉施設の建設ラッシュと直接処遇職員の多くが専門教育を受けていない状況で，直接処
遇職員を養成するための専門職制度が求められた．福祉系大学を卒業して直接処遇に携わる者に
ついては，海外の社会福祉専門職の状況をふまえ，高学歴ワーカーの役割（職務）として，直接
処遇職員を束ねる「高度の資質，職務内容をもつ新しい概念の職種」として「新しく発展させて
いくべき高度な仕事」を担うことが期待されたが，それは“直接処遇に専念すべき職員が担わさ
れている”と見立てられた調整業務と管理業務を，取り分けたものであったことがわかる．
　3．1970年代後半－1980年代半ば：低成長経済下の福祉施策と人材をめぐる議論 
　（1）民間シンクタンク（社会経済国民会議）が提言するコミュニティ・ケア
　1970年代に入り，オイルショックの影響で経済成長が減速するなか，日本生産性本部を母胎
に「経済界，労働界，学識経験者，消費者団体等，経済社会を構成する各界のオピニオンリー
ダーの参画を得て」1973年に社会経済国民会議 1）が設立された（以下「国民会議」）．国民会議
は，1978年 9月に『福祉政策の総合的検討―総合的福祉政策の国民合意を求めて』を発表し，
低成長経済下の高齢化社会における社会福祉サービスのあり方を，次のように提言している．
　「社会福祉サービスの総合化の目的は，ノーマライゼーションにある．低成長下の厳しい財政
の下，合理的な経費配分による公正なサービス提供により最大の効果を上げることが要請され
る．……（中略）……サービスについてのスクラップ・アンド・ビルド（scrap and build）を
行い，真のニードに適合した制度にすべきである．」（社会経済国民会議 1978 : 210）
　具体的にはコミュニティ・ケア体制を整備する必要があるとし，そのための要件として ①社
会福祉サービスの役割は地域住民の家族機能を補完するものであること，②社会福祉施設・関係
機関の体系的整備と有機的連携の強化，③社会福祉の領域と周辺領域の連携強化と両者の関係調
整を挙げている．そのなかで筆者は，②に関する以下の言及に着目する．
　「社会福祉サービスの専門分化が進むにつれて関係機関が拡大し複雑化するとともに，第一線
で働く専門職員の職種が増加してきた．専門職員が自分の専門分野の仕事のみに情熱を傾注する
あまり，他の分野との業務調整及び連携が閑却にされ，専門分野相互間にギャップが生じる可能
性がでてきている．ある一人の住民の福祉ニードが内容的に複雑であれば，それに対するサービ
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スのアプローチも多面的でなければならず，問題解決にあたる関係職員は複数となる場合が多い
ので，関係職員に対するコーディネーターが必要である」「現在，最も必要とされることは，す
でに種類的にほぼ完備している福祉関係機関を組織化し，そのネットワークを整備することであ
る」（社会経済国民会議 1978 : 213）
　国民会議は，ノーマライゼーションを道しるべに，低成長下の限られた財源の合理的配分を求
め，コミュニティ・ケアを基本とする公正な福祉サービス提供のしくみを提言した．そのために
は，専門分野に注力する社会福祉職員をコーディネートできる職員，福祉サービスと周辺の関係
機関のネットワークづくりに動ける職員が必要，とした．
　その 1年後（1979年 8月）に閣議決定された「新経済社会 7 カ年計画」は，経済成長が減速
するなかで公共部門が肥大化すれば経済社会の非効率をもたらすとして「施策の重点化を図り，
個人の自助努力と家庭及び社会の連帯の基礎のうえに適正な公的福祉を形成する新しい福祉社会
への道を追求しなければならない」としている．
　さらに国民会議は，1980年 1月「社会福祉政策の新理念―福祉の日常生活化をめざして」を
発表した．これは「新経済社会 7カ年計画」をふまえた，近未来福祉システムの提言となってい
る．国民のニーズに対して公的サービスで賄いきれない部分は「社会保険的サービスの再分配，
ボランティア活動，家族機能，私的企業によるサービス供給またはサービスの保険化を組み合わ
せる」道を探るべきとして，現在の介護保険，株式会社等を含む多様なサービス供給システムの
可能性を示している．そして「ノーマライゼーションの考えに立てば，隔離主義（segregation）
から統合（integration）へ，施設ケアから在宅ケアへという方向への発展は当然」であり，「小
規模な家庭的施設やデイ・センターのような施設」や「ホーム・ヘルプ活動や専門的なソーシャ
ル・ワークやリハビリテーションなどに従事する人々も大量に必要になる」としている．このよ
うなシステムを実現する福祉人材の養成について，次のように提案している．①ホームヘルプ・
サービス従事者の確保について，パートタイム雇用者を含めた人員計画と訓練計画を明確にす
る，②社会福祉従事者の仕事への誇りとやり甲斐を高めるような専門性を高める，③社会福祉
サービスの専門責任者として役割を果たすソーシャル・ケース・ワーカーを，専門職として医者
や弁護士に類する地位に高めるかどうか方向を定めること．
　国民会議の提言が，在宅コミュニティ・ケア体制の実現にむけて社会福祉従事者の確保と専門
性を高める方策にまで踏み込んでいる点，特に「社会福祉サービスの専門責任者としてのソー
シャルワーカー」の制度化を視野に入れて施策提言している点に，筆者は注目する．ただし，こ
こに言う「ソーシャルワーカー」は，1978年からの提案の文脈をふまえると，コーディネーター
やマネジャーを意味して用いられていたと考えられる．
　（2）在宅ケア拡充の施策化
　中央社会福祉審議会は，1981年 12月に「当面の在宅老人福祉対策のあり方について（意見具
申）」を厚生大臣に提出した．「後期老年層の老人が確実に増大するという基本認識のもとに，国
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は長期的観点から在宅福祉対策の飛躍的な推進に努める必要」があり，「（これを）強化する方向
は，限られた財源の効率的配分にも効果があると確信する」と述べている．そして「今後，国民
のいかなる層から，これらの増大する福祉部門のマンパワーの需要を満たしていくかが重大な問
題」としている．また，利用者による費用負担制度の導入により「利用者側が提供されるべき
サービスの質，量等について，一層明確な認識をもつようになる」ことが予想されるため，「福
祉サービスの従事者に，これまで以上の業務遂行能力や的確な判断力等が要請されるようになる
ことは必至であり，今後，これらの要請に対応できる資質の高い従事者を確保する」必要がある
としている．
　厚生大臣の私的諮問機関 社会保障長期展望懇談会は，1982年 7月に「社会保障の将来展望に
ついて（提言）」を提出した．高所得者を含む国民一般に福祉サービスの対象を拡大する場合に
「市場機構を通じて提供されるサービスを活用する」必要性に言及し，在宅福祉対策における人
材確保策として「中高年齢層，家庭婦人等の活用」「専門的能力が要請される分野においては資
格制度，研修等，計画的な養成訓練」を提言している．
　1985年 1月，内閣総理大臣の諮問機関 社会保障制度審議会は「老人福祉政策を抜本的に見直
し，新しい考え方のもとにこれを推進することが緊急の課題」として，「老人福祉の在り方につ
いて（建議）」を提出した．低所得者対策の域を出なかった老人福祉政策の考え方を改め，ニー
ズを有する全ての老人に対応する必要があるとし，介護サービスの量的拡大のため，国の役割と
して老人福祉サービスに従事する要員の養成，確保に計画的に取り組むことを求めた．
　同年 7月，国民会議の医療制度問題特別委員会は「高齢者医療・福祉制度の改革について（中
間報告）」にて，在宅サービスの提供拠点となる中間施設について提言をしている．「寝たきりで
重介護を必要とする老人」のために「医療と福祉サービスの連携」が必要であるとして，「医師
及び看護婦または保健婦とソーシャル・ワーカー，ホームヘルパー等との人的連携を推進するた
めに，各地域で保健，医療，福祉サービス関係者による合同のチームづくり」を提言した．国民
会議は，ここでも福祉分野の専門職を「ソーシャル・ワーカー」と表している．
　
　（3）官民一体のシルバー・マーケット拡大策としての福祉人材対策
　1986年 6月，ほぼ同時期に内閣，厚生省，経済同友会で次の動きがあった．
　1）閣議決定「長寿社会対策大網について」
　「人生 80年時代にふさわしい経済社会システムの構築」の一環として，健康・福祉システム
における「在宅サービスの拡充，施設サービスの充実」「介護にかかる負担の適正化」「私的
サービスの育成・活用」を方針として定めた．
2）厚生省　高齢化に対応した新しい民間活力の振興に関する研究会「シルバー産業の振興
に関する研究報告書」
　「高齢者需要を活性化することにより，日本経済が内需拡大を基調とする安定成長を実現す
ることができるかどうかの重要なカギとなると考えられる」との見地から，シルバー産業振興
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の必要性を分析したものである．「シルバー・マーケットの活性化が日本経済にとって最大の
課題」であり，その中でも「高齢者の介護，入浴，給食等のサービスや在宅医療関連サービス
は，施設ケアから在宅ケアへという流れのなかで，最もニードの強まる分野」としている．シ
ルバーサービス振興のために「安心，信頼の確保のための仕組みづくり」「企業側の倫理向上」
「各業界で自主規制による一定以上の質の確保とトラブル防止」に努め，安心・信頼できる商
品について「シルバーマーク」等の品質保証表示を提案している．
　3）　社団法人経済同友会「活力ある福祉社会の推進と企業の役割」
　「社会福祉の改革の視点」として，①救貧的福祉から普遍的福祉への転換　②福祉サービス
には受益者の応能負担の原則　③福祉供給システムの再編成　④在宅福祉への支援体制の整備
を挙げた．「施設はこれまでよりも一層高い専門性が要求され，また多様なニーズや高度な
ニーズに対応していかなければならない」ため，「社会福祉のケースワーカーなどの資格を含
めて，その資格・要件の再検討がされるべきであろう．その際，社会福祉に関する教育カリ
キュラムも含めて，教育・養成システムをより高度化・専門化して行くことも検討されなけれ
ばならない」としている．
　（4）分析
　1970年代後半から 1980年代半ばにかけての社会福祉施策議論を概観すると，低成長経済に危
機意識をもつ民間企業団体やそのシンクタンクから問題提起・提言がなされ，厚生省や内閣の政
策決定に大きな影響を与えていたことがうかがえる．特に筆者が注目するのは，厚生省で，経済
の安定成長のための内需拡大の方策としてシルバーサービスの振興と介護サービス需要の掘り起
こしについて議論されたこと，時を同じくして民間企業団体が，福祉従業者の専門性向上の方策
として資格・要件と養成システムの検討を求めた点である．
　厚生省と民間企業団体の双方がこのような議論をやりとりする中で，福祉施策の根幹的理念と
方向性が定まっていき，これを担うべき福祉従業者の資格制度の必要性が煮詰められていったも
のとみられる．
　この議論の中で求められた福祉専門職は，介護等の直接処遇従事者と，要援護者のニーズ把
握，サービス調整，職種間の連絡調整を担うコーディネーターあるいはマネジャーであった．そ
れは，これまで社会福祉関係者が検討してきた「職務分担モデル」の考え方に適合するものであ
るが，重視されたのは福祉施設職員よりも，むしろ在宅ケアシステムにかかわる人材である．そ
して，各提言や報告は，コーディネーターのことを「ソーシャルワーカー」と記していた．
　4．1985－1987年：「社会福祉士及び介護福祉士法案」成立までの議論
　（1）社会福祉教育懇話会
　1985年 8月，日本社会事業大学を事務局として「社会福祉教育懇話会」が発足した．社会福
祉教育界を代表する人々が参集した目的は，戦後の社会福祉体系が再編成されようとしているな
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か，「こうした動向に対応した社会福祉教育の在り方を再考するとともに専門職制度の確立をめ
ざして『社会福祉学士』号及び専門職任用制度の実現等を図ろうとするところ」にあったとされ
る．
　1年後の 1986年 8月に「社会福祉専門従事者の教育および資格に関する提言」を発表した．
社会福祉系大学が「現実の社会福祉に対応する教育」をすすめる方策として，日本社会事業学校
連盟は社会福祉専門従事者養成のためのガイドラインを作成し，アクレディテーション（認可）
ならびに卒業生へのサーティフィケーション（資格付与）制度を確立するとしている．厚生行政
に対しては，①社会福祉主事にかわる「ソーシャルワーカー」（仮称）という社会福祉専門職の
制度化　②所定の水準を満たす社会福祉教育の履修者を「ソーシャルワーカー」として優先的に
採用・処遇する専門職制の実現などを求めた．
　この提言では社会福祉学という学問領域の説明はあるものの，「ソーシャルワーカー」（仮称）
はどのような役割を果たす専門職として考えられたものであるのか，言及はない．その一方で，
懇話会としての提言の後にメンバー一人一人の意見が相当な分量で記載されている．懇話会は
「ソーシャルワーカー」（仮称）の位置づけや役割について，統一見解には至らなかったのではな
いかと，筆者は推察する．
　政府や民間企業団体の議論では，在宅ケアシステムにおける職種間連携・調整能力を備えた職
種として「ソーシャルワーカー」の配置を求めているが，それは社会福祉学の考える社会福祉実
践者としてのソーシャルワーカーとは隔たりのある像である．これまで福祉従事者の資質向上や
資格制度について検討はされてきたものの，施策の具体化まではいかなかったところで，官民が
言うところの「ソーシャルワーカー」養成を求められ，追随せざるをえない状況であったと推察
される．そのことに対する社会福祉教育界のジレンマを，懇話会報告の「現実の社会福祉に対応
する教育をすすめる」という文言に読み取ることができる．
　（2）国際社会福祉大阪セミナー
　1986年 8月，東京で開かれた第 23回国際社会事業教育会議，国際社会福祉会議の事前企画と
して，「国際社会福祉大阪セミナー」（国際社会福祉協議会日本国委員会主催）が開催された．そ
の第二部「社会福祉専門職制度の比較研究」では，国際ソーシャルワーカー連盟に加盟する 5か
国と日本代表によるソーシャルワーカーの資格制度に関する討論が行われた．
　このセミナーは，海外の参加者が日本の社会福祉専門職の資格制度の遅れについて厳しく指摘
したことで，後の「社会福祉士及び介護福祉士法案」成立に向けた議論の活性化を促したと評価
されている．
　例えば，日本のパネリストが述べた「日本の現状」 2）に対して，「イギリスの参加者からは，同
国のソシアルワーカー資格と比べて『20年の立ち遅れがある』などという厳しい批判も受けた」
との論評がある．（阿部志郎　朝日新聞 1987.3.13）しかし，セミナー報告書に記載されているイ
ギリス代表の発言記録からは，イギリスにおける「ワーカーのカテゴリー化」を反面教師にして
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ほしいという発言であったことがわかる．カテゴリー間に階層化，技術構成の硬直化が生じてお
り，そのことが各現場で必要とされる技術の習得や発展を阻み，クライエントのニーズに柔軟に
対応する仕事のやり方を編み出すのを妨害している．専門職間に境界線ができてしまうと，福祉
職種間の技術交流，境界を越えた取り組みが難しくなるので，日本には「20年前のイギリスと
同じ過ちを犯さないでほしい」，イギリスではワーカーのカテゴリーを崩す新しいモデルを検討
している，と述べているのである 3）．
　国際セミナーでは，海外シンポジストから日本の専門職制度の立ち遅れを批判されたのではな
く，欧米の専門職制度を見習うべきとする日本の考え方に対して，慎重な検討を促されたとみる
べきである．それは，イギリス代表の「専門職化，専門性というものは，いろいろいい面もあり
ますが，危険な側面も持つということで，私たちの経験から学んでいただきたいと思います．」
との発言に集約されている．（国際社会福祉協議会日本国委員会 1987：176-192） 4）
　
　（3）全社協の動き
　1986年 7月～ 9月にかけて，全社協の呼びかけで日本ソーシャルワーカー協会，日本社会事
業学校連盟，社会福祉施設士会等，福祉分野の職能，教育団体が一堂に会し「社会福祉職員問題
懇談会」が開催された．当面の制度化は先行できる職種があれば先行し，それを関係団体が支援
することが話し合われた．懇談会に出席した日本社会事業学校連盟の三和治は「関係者や団体間
の状況認識や意識の共通性，特徴性に多様な差異の存在を感じた」と感想を述べている．（三和
1986）
　全社協は「社会福祉制度及び社会福祉事業法改正に関する意見」（1986年 9月）を社会福祉関
係審議会企画分科会合同会議に提出し，在宅ケアシステムの開発と合わせて，社会福祉主事のみ
にとどまっている福祉従事職員の法制上の職能領域・機能の明確化，資格制度と養成，訓練体系
の確立を求めた．
　具体的には，①児童指導員，生活相談員等，福祉施設の利用（入所）者に対し社会適応の援助
やカウンセリング，社会復帰の調整等を行う者を「ソーシャルワーカー」として位置づけ，資格
制度，養成，訓練体系を明らかにする　②在宅福祉サービスシステムの総合企画，調整，運営管
理を行うソーシャルワーカー，個別のニードのケースマネージメントを担当するソーシャルワー
カー等についての専門職制度を確立する．具体的には，社会福祉協議会の福祉活動専門員，福祉
活動指導員，企画指導員を専門職化する．③成人施設の寮母，在宅のホームヘルパー等直接介護
に当たる職員については，横断的な養成研修制度を確立し，「ケアワーカー」として認定するこ
とを提案している．
　①は福祉施設で調整・管理業務を行う「ソーシャルワーカー」で，1975年「社会福祉教育の
あり方について（答申）」が示した直接処遇職員の職務分担モデルの「生活訓練指導員」に重な
るものである．②は在宅ケアシステムでコーディネートやマネジメントを行う「ソーシャルワー
カー」で，社会福祉協議会職員の専門職化を新たに提案している．社会福祉関係団体から「ソー
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シャルワーカー」「ケアワーカー」の用語を使って具体的な資格制度に関する提言が行われたの
は，これが初めてとみられるが，ここでの「ソーシャルワーカー」は国民会議と同じく，コー
ディネーターやマネジャーを指して用いられている．
　（4）厚生大臣談話と資格制度の検討作業
　1986年 1月，中央社会福祉審議会，身体障害者福祉審議会及び中央児童福祉審議会の各企画
分科会・企画部会による合同企画分科会（以下「福祉関係三審議会企画分科会」）が発足した．
これは「長寿社会対策大網について」に基づき，社会福祉改革を具体化する諮問機関である．
　1986年 12月に老人保健法が改正され，「中間施設」老人保健施設が設置されることになった．
その直後の 1987年 1月 7日に，斉藤十郎厚生大臣は「保健や福祉の分野で資格をつくる」と談
話を発表した．これを受けて 1月 8日には，日本ソーシャルワーカー協会と日本社会事業学校連
盟が「大臣談話」の支持を表明し，全社協は「資格化推進総決起大会」を開催した．
　福祉関係三審議会企画分科会では，緊急の課題として資格制度の検討が始まった．この作業を
担った企画小委員会の議事概要によれば，「社会福祉固有の領域として養成訓練をしている領域
は『生活相談・指導』『介護』『保育』の 3つであり，保育については資格がすでにあるから，残
りの 2つについて資格を作るとすれば，ちょうどソーシャルワーカーとケアワーカーに対応す
る」（1987.1.29　第 1回合同企画分科会企画小委員会（議事概要）），「社会福祉士の定義として
は，母子福祉，婦人保護なども入れるため『等』をつけたらどうか」「介護福祉士の定義では，
家政婦など単に身辺の世話をするだけの者や看護婦と区別するためにも，『1人 1人の自立を図
るため』という目的を入れたらよいのではないか」「これからは，有料サービスの普及などで利
用者の発言力が強くなり質の向上の要求がより強くなるだろう」（1987.2.13　第 2回合同企画分
科会企画小委員会（議事概要））などの議論が記録されている．
　（5）日本学術会議 社会福祉・社会保障研究連絡委員会 報告書
　1987年 2月 25日に，日本学術会議社会福祉・社会保障研究連絡委員会は「社会福祉における
ケアワーカー（介護職員）の専門性と資格制度について（意見）」報告書を厚生大臣に提出した．
その書き出しには「後期高齢者のケアに関する研究が不十分であるため，寮母・ヘルパーの数度
にわたる聞き取りを参考にし，検討を深めてきた」とある．ケアワークの現状については，その
専門性を認められず，十分な研修・訓練のシステムももたなかったため，量・質とも不十分であ
ると評価しつつ，「社会福祉制度への理解を前提として，現在の家政学などの成果を十分組み入
れた家事援助，個々の高齢者の自立度や病状など個別の事態に対応できるような介護，さらに医
療関係者とチームワークを組めるだけの教養を必要とするものである．しかも，それらが一人一
人の個別性に応じて統合化され，総合的に活用されるという点がもっとも問われる力量であり，
…（中略）…それはいわば専門分化した専門性ではなく，諸科学を応用，統合するなかで，直
接，生命と生活に関わる専門性として，位置づけられねばならない．」と述べている．
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　寮母，ヘルパーの聞き取りから「少なくとも一応のことがわかって介助がまかされるのは，指
導員などの指導のもとに 1年以上の経験を要し，さらにそれが一人一人の個別性を把握して，明
確にその人自体にあうケアを創造できるのは 3年以上の期間がいる」として，「介護士」の認定
には，最低 6カ月の実習を含んだ 2年間の研修期間が必要と結論づけている 5）
　また，ケアワーカーとソーシャルワーカーが，福祉専門職として両輪の関係にあり相互補完性
をもつことに触れている．ケアワーカーがその力量を発揮して一人一人の高齢者に対応できるよ
うにするには，地域，施設における福祉サービスのコーディネーターとしてのソーシャルワー
カーの存在が不可欠と述べている 6）．
　この報告書は，厚生大臣に提出されたタイミングなどからみて，ケアワーカーの資格化につい
て日本看護協会や家政婦団体の反対を受けて 7）（「日本社会福祉士会 10年史」編集委員会 2003：
8-9），寮母やホームヘルパーが福祉専門職であることを説明するために，取り急ぎ見解をまとめ
たものと筆者はみている．社会福祉領域の研究者が，ソーシャルワーカーとケアワーカーの専門
性は補完しあうものであることを「理論」として提示することで，ケアワーカーの資格化の否定
は，ソーシャルワーカーの資格化を否定することになり，他職種団体は強硬に反対することが難
しくなったといわれている．（北村 1989）ここでのソーシャルワーカーとケアワーカーの専門性
は補完しあうとする「理論」には，政治的色彩がうかがえる．　
　これまでにケアワーカーの研修がされなかったということは，報告書が冒頭に述べるようにケ
アワークに関する研究が不足しており，現場に対してフィードバックすべき蓄積がなかったこと
の証左である．しかし，急ごしらえであってもケアワーカーの備える専門性について見解を示し
たことは，社会福祉教育懇話会が「ソーシャルワーカー」（仮称）の役割や専門性についての見
解を出さなかったことと対照的である．
　（6）福祉関係三審議会企画分科会「福祉関係者の資格制度について（意見具申）」
　1987年 1月の大臣談話を受けて，「福祉関係者の資格制度について」検討していた福祉関係三
審議会企画分科会は，同年 3月 23日に厚生大臣に企画小委員会の報告書と意見具申を提出した．
検討作業を行った企画小委員会の報告は「日本学術会議をはじめとして，日本社会事業学校連
盟，日本ソーシャルワーカー協会，全国社会福祉協議会からも早急に法制化を図る要望が強く，
またシルバーサービス関係方面から専門の人材養成を求める声が大きいため，本委員会として緊
急に検討を行った」との書き出しである．
　資格制度の法制化を急ぐ理由として，①高齢化と福祉ニードへの専門的な対応，②国際化と福
祉専門家の養成，③シルバーサービスの動向と資格制度の必要性を挙げている．①については，
「高齢者等の多様な福祉ニードへの適切なサービスの選択に対する援助」と「在宅介護体制の整
備」が必要であり，専門的知識，技術をもって組織，指導等に当たる人材，介護に当たる人材の
養成を急務としている．②については，前年の国際社会福祉会議で資格制度に関する議論で「我
が国においては特段の資格制度がないことから，福祉専門家の養成にたちおくれているという印
56
社会福祉論集　第 136号
象を与えており，国際的に見ても，資格制度の確立が望まれる」と述べている．③については，
シルバーサービス拡大は，「構造的なものであり，また，今後の急速高齢化は，公私あげて取り
組まなければ到底乗り切れるものはない」として「民間部門においてもシルバーサービスが健全
に，かつ速やかに育成される必要がある」と強調している．そのためには「高齢者に対するサー
ビスの倫理と質を確保することが焦眉の急であり」「シルバーサービスに従事する者の資格制度
の創設を行うことが現時点では最も有効な方策」としている．
　（7）学校連盟内の議論
　意見具申後，学校連盟，ソーシャルワーカー協会，全社協は共同で自民党議員への陳情活動や
「社会福祉士，介護福祉士法制化実現全国緊急集会」を開催し，法案の閣議決定にむけて積極的
なアピールを行った．
　一方，『学校連盟通信第 16号』によれば，学校連盟の理事会では，「ソーシャルワーカ」と
「ソーシャルケアワーカ」を一本化してほしいとの意見が出され（第 7回全国理事会報告），短期
大学からは，「社会福祉教育における短大のアイデンティティにかかわる重要な問題性を含んで
いる」「社会福祉士は四年制大学で，介護福祉士はおもに専修学校で養成という図式が定着する
と，短大の存在は稀薄なものとなる」のではと危惧する声，「社会福祉士の専門性ならびに介護
福祉士の専門性の構成要件はなにか，両者はどの部分で重なりどの部分で異なるのか，などとい
う点についての合意をつくっていく必要がある．」（前納 1987）との意見がある．
　石井哲夫は，社会福祉士・介護福祉士が法制化されれば，「とくに社会福祉の現場からは，社
会福祉士・介護福祉士という名称の中味について冷ややかで厳しい評価の目が向けられるように
なってくる」と予想している．その背景として，「従来社会福祉の専門性と言えば，すぐにケー
スワークとかグループワークという横文字の方法論に求めようとする傾向があり，アメリカで
は，イギリスではと先進国を例にあげることで終わっていたが，その実，わが国の専門性の追求
が十分に行われていなかった」ことを述懐している（石井 1987）．
　（8）「社会福祉士及び介護福祉士法案」の国会審議
　1987年 4月 24日に「社会福祉士及び介護福祉士法案」が閣議決定され，4月 28日には政府提
案として国会に提出された．
　5月 14日第 108回国会参議院社会労働委員会の議事録によれば，斎藤厚生大臣による法案提
出理由の説明，厚生省社会局長（小林功典）の法案説明 8）を受けて，複数の議員が，資格制度化
される両福祉士とりわけ社会福祉士の役割や専門性が見えないことに，疑義を表明していたこと
がわかる．
　沓脱タケ子議員は，この法案には福祉の基本理念に基づく資格制度の使命が書かかれていない
点に不安があるとし，社会福祉士は何をするのかがわからないと質問している．これに対し，厚
生省社会局長は「単純に人を派遣するということでなくて，コーディネートも必要でございます
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し，プログラムの作成というものも必要である．（中略）チームとしてのコーディネーターと申
しましょうか，そういった意味合いは非常に大きな役割だと思います．」と答弁した．
　村山富市議員の，現状の社会福祉政策のなかで，この資格を持った人はどのような部門を担当
することになるのかとの質問に対して，厚生省社会局長は社会福祉士，介護福祉士は全体の従事
者の中の一部であり，ヘルパーや寮母は資格がなくてもやれるとしている．また，資格法に伴う
最低基準の見直しや必置基準の設定は考えていないことを明らかにしている．
　田中美智子議員は，この法案が二週間足らずの間に数十本の法案を一括審議するというスケ
ジュールに組み込まれていることに遺憾の意を示し，「社会福祉士とは一体何をする人ぞという
疑問が出てきていますが，これは社会福祉士の社会的地位が低いレベルに定着されるのではない
かという不安と……（中略）……専門職としてのあいまいさから出てくる疑問だと私は思いま
す」と述べている．
　法案成立に向けて政府に働きかけた社会福祉関係者によれは，極めて短期間で法案成立したこ
とについて，「関係者のなかにはこの動きをいわば『神風』ととらえたり」（京極 1987a）「売上
税への論議の蔭に隠れて，討議の時間の少ないままに…（中略）…あわただしい状況がかえって
幸いしたという見方がなくもない．」（秋山 1987）という．
　その一方で秋山は，「社会福祉関係者はこの法案をまず成立させることに全力をあげたことに
より，その中味についてはその大綱を良しとして，詳しい内容の検討にはほとんどタッチせず，
その作成を一方的に厚生省に任せてしまった」（秋山 1987） 9）と述べている．この資格制度がもっ
ぱら厚生省主導でつくられたものであり，社会福祉実践の専門性の議論がおざなりとなったこと
に悔いを残したことがうかがえる．
　Ⅴ．考察 
　1．「社会福祉士及び介護福祉士法」の政策的必要性と必然性
　（1）在宅ケアシステムが必要とした人材の「職務分担モデル」と「品質保証」
　阿部（1988）によれば 1971年の「社会福祉士法制定試案」は，社会福祉施設の建設が進み，
施設職員の量的拡大がすすむなかで，社会福祉事業法に基づく施設・事業における実際の職員体
制と業務内容をふまえて資格を制度化し，職員の専門性（質）の向上と処遇の改善をはかる構想
であった．一方，社会福祉士及び介護福祉士法は，「シルバーサービスの出現と拡大といった構
造的変化をふまえて，二十一世紀の高齢化社会を展望する新たな福祉専門職を国家資格として法
制化したものであり，まったく新たな次元で考えられたもの」であり，民間のシルバーサービス
を速やかに育成し，介護サービスを大量に供給する仕掛けとして，「国家資格は，いわば国が秘
密保持やサービス業務における専門性等を，サービス利用者に消費者保護の立場より保証する
サービス提供者の『福祉適格マーク』」の意味合いを持っていた．（阿部 1988）
　つまり，あらゆる階層の人びとの「社会のニーズ」にこたえるため民間シルバー産業を政策的
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に振興する必要があり，市場システムにおける福祉従事者の質は政府が保証すべきという論理
が，資格制度の創設を牽引したといえる．社会福祉士及び介護福祉士法は，このような新しい社
会福祉の「基礎構造」の支え手となる福祉従事者について，介護を行うものを「ケアワーカー」，
介護に関する相談にのりコーディネートないしマネジメントするものを「ソーシャルワーカー」
とし，そこに国家資格という品質保証を付与するシステムであった．公的施設に措置される限定
された要援護者を「処遇」しているかぎりでは，資格制度の政策的必要性は認められなかったで
あろう 10）．
　（2）「職務分担モデル」ありきの議論
　福祉の構造変革を前提とした資格制度は，厚生省，社会福祉関係者の間で，社会福祉実践のあ
り方やその専門性について議論を尽くしたものではなかったといえる．法案成立に至る過程で
は，要援護者にかかわる福祉従事者が“現にどのような業務を通してソーシャルワーク機能を果
たしているのか，あるいは果たしていないのか”，“どのような知識や技術が必要であるか，ある
いは不足しているか”“それらをどのような方法で身につけているか，あるいは身につけきれて
いないか”等の観点から検討した様子は，日本学術会議 社会福祉・社会保障研究連絡委員会 報
告書のケアワークに関するものしか見られず，ソーシャルワークについては実践的知見をふまえ
た議論がなされたとはいいがたい．
　その理由は，法案成立が極めて短期間の展開であったことだけではないと筆者は考える．1970
年代より福祉の重点施策に必要な人材確保が叫ばれるなかで，福祉従事者のありのままの実践を
掘り下げそれに要する知識・技術を分析する発想がもたれないまま，“見た目”で直接処遇業務
と調整業務・管理業務を分ける「職務分担モデル」が合理的とされてきたことも影響しているの
ではないか．この枠組みが 1971年の全社協答申から 1975年の社会福祉教育問題検討委員会答申
へと受け継がれていくなかで，ゆるぎのない職種モデルと認識されたことが，職務分担モデルに
よる資格制度の「必然性」につながっていったものと筆者は推察する．
　2．「職務」「機能」「専門性」をめぐる議論の混乱
　（1）「ケアワーカーはソーシャルワーク機能を担わされていた」という言説
　「社会福祉士及び介護福祉士法」の制度創設を牽引した古瀬徹は，欧米では「単なる事実行為
としての介助を行う職業」とされる老人ホームの寮母やホームヘルパーが，わが国では「ソー
シャルワーク機能を担わざるを得なかった」として，「このことを可能にした背景」は，ほとん
どの介護職が高等学校を卒業しており，大学・短大卒業の介護職も珍しくないという高い知識・
教育水準にあると述べている．（古瀬 1989）
　一方，この制度の最大のステークホルダーである福祉従業者は，どのように考えていたのか．
介護福祉士，社会福祉士を考える連続集会アピールによれば「現実的には，介護を行いながら悩
みを聞き，助言をしています．介護を受ける者からすれば，それが最も実態に即した姿です．し
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かし両福祉士の資格の既定に従えば，介護福祉士は福祉の相談に応ずることが難しくなり，今ま
で行われていた一体的サービスは機械的に分断される危険がある．」と述べている．（介護福祉
士，社会福祉士を考える連続集会アピール起草委員会 1987）
　介護職が相談援助を担ったのは，現場にソーシャルワーク専従職員がいないからではなく，介
護職が「単なる事実行為としての介助をする職業」という認識でなく，それは介護職として必要
な職務と認識してきた側面もあろう．「責任を負わざるを得なかった」とみるのか，「必然として
責任を負っていた」とみるのかで，職務のあり方や専門性のとらえ方は全く異なったものになる
と考える．
　（2）ソーシャルワークとケアワークの「機能分離モデル」に対する違和感
　佐藤（1989）は資格制度創設後の論稿で，ケアワーカーにはマクロの視座をふまえたミクロの
視点が欠かせず，ソーシャルワーカーはミクロの視点を持たずしてマクロの社会福祉実践を行う
には限界があろう，と述べている．ソーシャルワーカーは主たる機能としてソーシャルワークを
行い，従たる機能としてケアワークを行うことを，そしてまた，ケアワーカーは主たる機能とし
てケアワークを行い，従たる機能としてソーシャルワークを行うことを視野の中に含めておくべ
きであることを再確認する必要がある，としている．古瀬（1987）も，介護業務を担うものが相
談業務までやってきたという実情について「本来的な職務のあり方ではない」としつつも，ケア
ワークとソーシャルワークの両機能を担える人材の養成が求められるときがくると予測してい
る 11）．これらの論考は，「社会福祉士及び介護福祉士法」をもってソーシャルワーク機能とケア
ワーク機能が分離された，との認識によるものである．本稿では，これを「機能分離モデル」と
呼ぶことにする．
　井上（1989）によれば，ヘルパーには 7つの機能がある．
①老人の生活行動や社会生活の自立の程度は，生理的機能の低下というよりも，むしろ家族と
の関係で規定される面が大きい．したがって，本人だけを切り離して援助するのではなく，
家族を単位としてとらえ，介護不足の原因を明らかにし，その欠落要因を補う．
②生活の場に介護技術や知識を持ち込むことにより，介護不足を補うと同時に，家族の揺れ動
く気持ちを踏まえ，家族が介護をしていこうとする意志を固めさせる．
③家族の介護力を観察し，その結果，技術を伝える方法，頻度，回数または介護をどの程度ま
でまかせるかなどの判断が必要．
④求められる援助から出発するが，それだけを単純に反復するのではなく，具体的な援助を通
して，家庭に潜在している生活障害の問題を発見し，それを改善するための援助方法を組み
立て，家族とともに実践していくことである．
⑤老人の場合は，病状が急変することが多い．家族の気づかない病状の変化も的確に判断し，
医療へつなげる．
⑥家庭に合ったサービスや制度を上手に活用し，介護負担の軽減を図る手だてを考える．さら
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に，医療，保健の領域との接点をつくりだす作業が大切になる．
⑦独居老人や，老人世帯の生活の質を高める意味でも，現代の生活情報をきちんと伝え，生活
パターンを変化させることが必要．
　これらのうち①④⑤⑥⑦は，「老人」という単語を「暮らしにくさを抱える人」に，「介護」を
「生活」，「介護不足」を「生活問題」などと置き換えると，ソーシャルワークの機能として読み
替えることができる．また②③は，ソーシャルワークのアセスメントに必要な視点である．この
ように考えると，ケアワークとソーシャルワークを切り離すことは，ヘルパーの職務遂行に必要
な機能を，むしろ制限することになる．両機能の分離は，福祉実践において合理性を欠くものと
考えられる．
　（3）ソーシャルワークをめぐる認識の齟齬
　資格制度成立過程でのソーシャルワーク・ケアワークをめぐる議論枠組みを，＜表 2＞に整理
した．
　「社会福祉士法及び介護福祉士法」による資格制度は，「職務分担モデル」による「相談，サー
ビスのコーディネート・マネジメント業務と直接処遇業務の分業制度」として設計されている
が，資格創設の過程で「ソーシャルワーク」「ソーシャルワーカー」「ケアワーク」「ケアワー
カー」の用語が明確に定義されることなく使われたため，社会福祉関係者は業務分業を「社会福
祉実践のソーシャルワーク機能とケアワーク機能の分離」と受けとめることとなった．その後は
「ソーシャルワークの専門性とケアワークの専門性の確立」が目ざされ，社会福祉士と介護福祉
士は固有の専門性をもつとの認識で養成教育が組まれている．
　制度の本質である「職務分離モデル」と専門職のあり方として議論された「機能分離モデル」
＜表 2＞　資格制度の成立過程におけるソーシャルワーク・ケアワークをめぐる議論の枠組み
　 内　　　　　容
包括モデル 1971年「社会福祉士法試案」の考え方
すべての福祉職をソーシャルワーク実践者と位置づけ，既存職種での任用を求めた．
職務分離モデル 1971年「全社協答申」，1975年「社会福祉教育のあり方について（答申）」
1987年「社会福祉士及び介護福祉士法」の資格制度の本質
相談・サービスのコーディネート・マネジメント業務と直接処遇業務の分業化
機能分離モデル 1987年「社会福祉士及び介護福祉士法」成立前後の議論の枠組み
社会福祉士はソーシャルワーク機能，介護福祉士はケアワーク機能を担うとする．　　
相談・サービスのコーディネート・マネジメントを担当する社会福祉士はソーシャル
ワークの担い手であるとする社会福祉領域関係者の理解と，資格法が意図する「ソー
シャルワーク」との間に齟齬が生じている．
専門性モデル 機能分離モデルと職務分離モデルとの間に，ソーシャルワークの認識についての齟齬が
あるなかで，社会福祉士はソーシャルワークの専門性，介護福祉士はケアワークの専門
性を備えるとの認識が形成され，養成教育が行われている．
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の間には，ソーシャルワークをめぐる認識の齟齬がある．制度が「ソーシャルワーク」と称して
社会福祉士に期待した相談・コーディネート・マネジメントは“在宅ケアシステムのゲートキー
パー”としての業務であり，社会福祉学の考えるソーシャルワークの理念形とは異なる．社会福
祉士の専門性が見えないと言われ続けているのは，このような認識の齟齬を曖昧にしたまま，社
会福祉士には「ソーシャルワーク」，介護福祉士には「ケアワーク」なる固有の専門性があると
していることに，要因があるのではないだろうか．
　Ⅵ．結語
　1971年の「社会福祉士法試案」では「ソーシャルワーク」を資格制度の理念とし，職種によっ
て一種二種と区分けされたものの，いずれも一元的なソーシャルワーク実践者との位置づけで設
計されていた．一方，「社会福祉士及び介護福祉士法」では「社会福祉士（ソーシャルワーカー）」
と「介護福祉士（ケアワーカー）」は，「職務分担モデル」による別個の専門資格として設計され
た．従前の福祉現場では介護職がソーシャルワーク機能を担わざるを得なかったものと総括し，
民間参入を前提とした在宅介護サービスの人材確保を第一義に，これまでの現場実践をリセット
するかのごとく 2種類の資格がつくりだされた．欧米での「ワーカーのカテゴリー化」による痛
い経験に学んでほしいとの助言にも，耳を傾けることはなかった．
　「社会福祉士及び介護福祉法においても，最も難題だったのが，社会福祉士の専門性について
であったといわれている」（京極 1987b：25-31）のは，要援護者のニーズに対するこれまでの実
践を十分に分析して社会福祉士のミッションを議論する，という手順が踏まれなかったからであ
ると考える．また，社会福祉士は「ソーシャルワーカー」とされているが，法案成立までの議論
をみれば，実は相談員，コーディネーター，ケアマネジャーを想定した資格であったことがわか
る．そのような視点で見ると，法律の条文にソーシャルワーカーという文言が含まれないことに
は得心できる．
　現在「新福祉ビジョン」をめぐっては，切迫する「社会のニーズ」にマルチに対応できる専門
職を確保するために，福祉士国家資格の共通基盤を設定することが検討されている．これは端的
にいえば，福祉専門職の“多能工化”が求められているということである．それはソーシャル
ワーク機能とケアワーク機能を，誰がどのように担っていくかという議論に発展すると考えられ
る．多様な要支援者の状況に対応する福祉専門職をデザインするうえで，見た目の職務の違いに
由来する排他的な専門性の追求は，アイデアの妨げになるであろう．各職種の社会福祉実践者が
役割を果たすうえで備えるべき機能をスペクトラムとしてとらえ，身につけるべき知識，技術と
教育方法を検討することが課題であると考える．
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注
1）この組織は，日本生産性本部（1955（昭和 30）年 3月に経営者，労働者，および学識経験者の三者構
成で「国民経済の生産性の向上を図る」ことを目的に設立．「生産性運動に関する 3原則」として①雇
用の維持拡大，②労使の協力と協議，③成果の公正配分を掲げる）を母胎とする，民間シンクタンクで
ある．「社会保障や福祉施設を充実するには，社会の成員全体の犠牲と協力なしには不可能」，「福祉社
会の根底をなす理念は，相互扶助と社会連帯の思想でなければならない」との考えのもと，経済政策，
社会政策，福祉政策等の提言と実現を政府関係諸機関等に働きかけた．（公益財団法人 日本生産性本部
ホームページ）
2）パネリストの黒川昭登は「日本の専門職制度の現状と課題」について，次のように述べている．「プロ
フェッショナルのソーシャルワーカーと単なる社会福祉従事者とは異なるということです．（中略）独
居で体も少し不自由な老人に対するケアを適切に行うためには，家庭奉仕員をただ派遣するだけではよ
くありません．まず，老人の視力，聴力，歯がそろっているかどうか，お便所には立っていけるかどう
か，経済状態，住居の広さ，間取り，2階建てかどうか，通風，採光，じめじめしているかどうかの湿
度，家庭の設備としての冷蔵庫，瞬間湯沸かし器，お風呂，電話があるかどうか，親族との交際，隣の
人との交際の状態，老人の生活費等についてソーシャルワーカーが調べなければなりません．イン
フォーマルな援助システムも大事です．さらに物質的援助に対して精神的援助も必要です．こういうこ
とをするためには老人の性格，考え方，信仰心も知っておく必要があるわけです．これらの心理・社会
的な調査はソーシャルワーカーにして初めて可能であります．（中略）日本では残念ながらコミュニティ
ケアというと，非専門職である家庭奉仕員だけに頼るという傾向が強い．」（国際社会福祉協議会日本国
委員会 1987：93-94）
3）イギリス代表の発言記録を抜粋しておく．「イギリスのソーシャルサービスがだいたい 20年ぐらい前，
いま議論しているような専門職の問題，日本のソーシャルワークの構造が適切であるかどうかといった
議論をしていたように思います．私の提案は，この 20年にイギリスが犯してきた誤りから，これを決
して二度と繰り返さないという立場で，皆さん方に見ていただきたいと思います．（中略）今後いろい
ろな選択の道があるわけですが，少なくとも誤った道だけは取っていただきたくないと思い，そういっ
た方向にはいかないかたちの助言になれば幸いです．」
　　「イギリスのほとんどの社会福祉部局において，三つのサービスのタイプを見ることができます．
フィールド・ソーシャルワーク，居住施設ワーク，デイケアです．（中略）いったいこの三種類のワー
カーが何をしているのか，ということです．それぞれの役割は違いがあっても，完全に分離しているわ
けではありません．その共通点と相違点をはっきりさせて，どのような分野で役割がオーバーラップし
ているのか，またギャップが出てくるのかということを示すために，現在のイギリスの社会福祉実践の
内容を分析することも必要になるでしょう．」
　　「カウンセリングやセラピーという要素は，施設ワークやフィールド・ワークに共通するものですが，
どうも皮肉にも施設ワークでは発達していない要素です．長時間クライエントと過ごして，そのニーズ
をいちばん身近な，そして困難な瞬間にしっかりと把握している施設ワーカーは，その技能，洞察力，
問題解決能力を用いる立場にあるわけです．しかしこの分野は，フィールド・ソーシャルワーカーが優
勢だということで，施設ケアにおけるセラピーやカウンセリングの発達を止められてしまうことになり
ます．」（国際社会福祉協議会日本国委員会 1987：158）
4）ほかにも各国代表から，「ソーシャルワーカーで問題になってくるのは，実際に草の根における取り組
みをいやがってはだめだということです．」「われわれ西洋社会におけるシステムの官僚化と硬直化とい
うことからぜひ学んでいただきたい．」をはじめ，ワーカーのカテゴリー化を危惧する発言がみられる．
5）研修すべき内容は，①社会福祉の倫理性及び制度，方法　②援助に必要な家政学的知識と食，衣，住
生活援助のための家事実技　③摂食，排泄，衣服の着脱，入浴など介護に関する理解と援助技術　④保
健・医療に関する理解，としている．
6）補完性をふまえ，「主任介護士とソーシャルワーカーは一定の条件を付して，相互に互換する途を開
63
ソーシャルワークとケアワークの分離に至る過程
く」，ケアワーカー 5年以上の者については，地域福祉やスーパービジョンに関する教育を受け「主任
介護士」に認定する，介護士，主任介護士の資格は大学で社会福祉系の科目を履修して卒業した者にも
与える道を開く，ことを提案している．
7）看護協会に対しては資格法のなかで「看護婦とケアワーカーの連携」を規定することで和解したとさ
れる．（「日本社会福祉士会 10年史」編集委員会 2003：8-9）
8）斎藤厚生大臣は，法案の提出理由について，「家庭における介護能力の低下が見られる」中で，「増大
する老人，身体障害者等に対する介護需要にいかに適切に対応していくか」が国民生活上の重要な課題
となっており，「だれもが安心して老人，身体障害者等に対する福祉に関する相談や介護を依頼するこ
とができる専門的能力を有する人材を養成，確保して，在宅介護の充実強化を図る」ためのものである
と説明した．厚生省社会局長（小林功典）は，非常に地味で，苦労の多い福祉関係の仕事に従事する者
にとって資格制度は長年の悲願であったと述べ，この資格制度が成立すれば，福祉関係者の新しい励み
になり，資質の向上・社会的な評価の高まりが期待できる，としている．その一方で「いわゆる金銭的
なメリットという意味ではあるいはメリットはないということになると思いますけれども」と断りを入
れながら，「社会福祉従事者にとりましては大変大きな意味のあるものであって，喜んでいただけるも
の」としている．
9）法案成立後の課題である「具体的な内容や実施方法の検討」においても，「厚生当局も……精力的にそ
の作業を進めているといわれている．それはまたもや社会福祉関係者が立ち遅れそうなほどのエネル
ギーである．」（秋山 1987）と述べている．
10)　古川孝順（右田他 2001：416）は「社会福祉士及び介護福祉士法が制定される最初の意図は，有料老
人ホームに国家資格としての介護福祉士を勤務させ，有料老人ホームの質を維持しようとするところに
あった．」としている．
11）「ケアワーク」には直接利用者の身体に触れるというイメージがマイナスのものとしてイメージされる
ことがあり，ソーシャルワークに比べ一段低いものといったイメージがあるが，「あくまで機能の相違
に着目したもので，上下の関係にあるのではない．」としたうえで，「相談業務にとって介護実務の理解
を欠くわけにはいかないし，介護業務を行う過程においてこそ相談業務が必要になってくる．このこと
から，この両資格についての相互の関連づけが今後の課題として残ることになるだろう」と述べている．
（古瀬 1989）
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